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論文

垂直連関市場における産業政策:推測的変動アプローチ

菅 回 ー-*

要旨

本稿では，独占企業が自国および外国の各最終財企業に中間財を供給する垂直連関市

場の国際貿易モデルを考察する.そして，最終財複占企業による費用削減的な研究開発

(R&D)への投資の成果が国境を越えてスピルオーバー(漏出)する場合，自国政府に

よる最適な R&D投資政策を検討する.本稿の分析の特長として，最終財複占企業の第3
国輸出市場における競争形態がクルノー型数量競争とベルトラン型価格競争の両方を一

括して分析可能とするために推測的変動パラメータを導入する.そこでは.自国政府に

よる最適な R&D政策が投資への補助金か課税かは，製品聞の代替性， R&Dスピルオー

バーの程度.そして R&D投資の効率性をそれぞれ表すパラメータに依存して変化するこ

とが示される.また，中間財独占企業による価格設定が差別的な場合よりも，一律的な場

合のほうが，最適投資政策は補助金である可能性が高くなるという結果が導かれる.

キーワード :R&D:スピルオーバー;垂直的連関市場;推mu的変動;投資補助金
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1. はじめに

これまで戦略的貿易政策について数多くの論文が登場してきたが，そこでの一般的な認識

によると輸出補助金の使用は政策勧告として適切ではない.つまり.輸出補助金が最適とな

る状況は非常に限定的であり，特に市場構造に大きく依存して.最適輸出政策が補助金から

課税へと逆転することが示されている 1) 他方， GATT/WTO協定の下では輸出補助金が
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1 )初期における重要な貢献である.Dixit (1984)， Brander and Spencer (1985)， Eaton and Grossman 

(1986)等を参照されたい.また.Maggi (1996)は競争形態についての内生化を行なっている.彼の

国際複占モデルは.第 l段階で各企業は生産能力を選択し第 2段階で価格競争を行なう 2段階ゲー

ムとして定式化される.そこでは.生産能力の制約が重要となるにつれ.部分ゲーム完全均衡は通常

のベルトランからクルノー均衡へと移行する.そして 生産能力の重要性を測るパラメータに依存し

て.輸出補助金(課税)の最適性が示される.さらに 彼は企業問の競争形態に関係なく.投資補助
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禁止されているという制度的かつ実用的な理由から，各国の政策介入手段として R&D補助

金を使用する産業政策が東アジアの国々で注目されてきた 2)

戦略的産業政策の理論分析3)では. Bagwell and Staiger (1994). Brander (1995)および

Leahy and Neary (2001)によって.R&D投資補助金のほうが輸出補助金よりも頑健(robust)

な政策勧告であることが明らかにされている. しかし彼等の分析では東アジア諸国と日本

の聞に観察される垂直的な貿易構造は考慮されていない.アジア諸国が世界経済において担

う役割が重要になっている現在，外国企業に中間財の供給を依存する最終財生産・輸出国

の産業政策ないし R&D政策を分析する必要性が高まっている.まだ最終財輸出国にとって

R&D補助金が最適政策となるかどうかの議論は見当たらない.

中間財と最終財の両方の貿易を組み込んだ戦略的貿易政策の議論は Bernhofen(1997)お

よび Ishikawaand Spencer (1999)等で多数行なわれている 4)そこでの分析の主眼は輸出

補助金あるいは輸入関税による国際的なレントの移転がどのような形で実現されるのかにあ

る.そして，ここでもまた，垂直的な市場構造が輸出補助金の最適性に大きく影響を及ぼす

ことが知られている. しかし R&D投資に対する補助金のもたらす戦略的相互作用が水平

的だけでなく，垂直的にも存在するので，モデルの複雑化を招き，その分析はまだ手付かず

にある.本稿の目的は戦略的産業政策の文献におけるこの未聞の領域の開拓にある.

金 (capacitysubsidy)を自国企業に供与することが最適となることを明らかにした.そして，最近の

研究では， Miller and pazgal (2005)によって，各国企業の株主が経営者に戦略的権限委議 (strategic

delegation)を行使する複占モデルを構築され，生産される財が代替(補完)財であれば.企業聞の競

争形態に関係なく.各国政府は輸出補助金(輸出税)を用いるのが最適であるという結果が導かれて

いる.

2)中国やASEAN諸国だけでなくアジアNIESもまた日本から洗練された中間財部品および素材を輸入

し，現地で組立加工を行ない.欧米や日本に輸出するという垂直的な生産・貿易構造を持っている.

特に.アジアNIESのシンガポールでは.R&D支出の追加控除や R&D引当金など実質的には補助金

と考えられる税制優遇措置が存在する (http://www.jetro.go.jp/world/asialsg/invesc08/). 

3) Spencer and Brander (I錦3)がオリジナルの貢献である.彼等は第3国輸出競争モデルにおいて R&D投

資補助金が自国企業の競争優位を高めることを示した.そして.輸出政策が R&D政策と併用される場

合.自国企業の R&D投資に課税すると同時に輸出補助金を供与することが最適となるという結果が導か

れたその後.Leahy and Neary (I鈎6)，N回 ryand Le油y(2000)等により様々な形で拡張されている.

4)初期の代表的な文献として.Chang and Kim (1989， 1991). Spencer and Jones (1991. 1992)， 

Chang and Chen (1994). Ishikawa and Lee (1997)が挙げられる.これらは垂直的に統合された企業

と分離された企業の問での国際寡占競争に分析の主眼が置かれている.また.垂直的に分離された企

業同士の第3図輸出競争の分析として， Ziss (1997)， Chang and Sugeta (2004). Nese and Straume 
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(2007)， Hwang， Lin. and Yang (2007)， Yanase and Kawabata (2008)等がある.これら 2つの

タイプの分析は垂直連関市場 (verticallyrelated markets)における戦略的貿易政策の理論分析として

分類されている.
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本稿のモデルは， Bernhofen (1997)が定式化した垂直連関産業モデルに最終財企業によ

る R&D投資活動を導入したものである.つまり，自国および外国にそれぞれ単一の最終財

企業が存在し，別の外国に立地する中間財独占企業からの中間財の供給を受ける貿易モデル

である.中間財独占企業は自国と外国の最終財企業に対し差別価格あるいは一律価格を設

定する.そして.最終財企業は費用削減的な R&D投資を行ない，第3国輸出市場において

クルノー型数量競争ないしベルトラン型価格競争を行なう.最終財市場におけるこの 2種類

の競争形態を包括して扱うために Eaton and Grossman (1986)にならい，最終財企業は輸

出市場においてその供給量を決定するときは推測的変動 (conjectura1variations)に従うも

のとする 5) すなわち 自社の輸出数量の l単位の変化に対し 他社はいくらかの数量調整

を行なうものと想定する.この推測的変動パラメータにより 離散的な市場構造の変化を連

続的な変化とみなすことが可能になり クルノー均衡とベルトラン均衡を別々に導出するよ

りも分析が簡便化される.

本稿の分析は， R&Dスピルオーバーを伴う戦略的投資の寡占市場分析を推測的変動.開放

経済，そして垂直連関市場の3点について拡張している 6).d'Aspremont and jacQuemin(1988) 

が最初に，クルノー複占モデルにおいて自社の費用削減的な R&D投資が他社の限界費用を

低下させる状況を考察した彼等の分析は Kamien，Muller， and Zang (1992)， Suzumura 

(1992)， Ziss (1994)， Qiu (1997)， Leahy and Neary (1999)によって一般化され，発展

したこれらの研究の主眼は，寡占企業聞の協調行動ないし研究合弁事業 (researchjoint 

ventures)が閉鎖経済の経済厚生を高めるかどうかにあり，本稿の分析とは焦点が異なって

いる.

本稿では，垂直連関市場の貿易 .R&D投資モデルにおける最終財企業への R&D補助金

が差別的あるいは一律的中間財独占価格に及ぼす影響を考察する.そして，この中間財価格

への影響が自国および外国の R&D投資水準に如何なる効果を持つのかを明らかにし自国

政府の最適 R&D政策が投資補助金なのかどうか その robustnessを検討する.本稿の分

析結果は以下の通りである.まず，自国政府による R&D補助金が中間財価格を押し上げる

ことが判明する.これは補助金の供与が自国の R&D投資へのインセンテイヴを高め，自国

最終財企業の限界費用は低下する.これにより，自国企業の最終財生産は拡大し中間財へ

の需要を増大させ，外国独占企業は中間財価格を上昇されるのが最適となる.次に，自国に

とって輸入中間財価格の上昇は自国最終財企業の利潤の低下につながるため， R&D投資へ

5)推測的変動によるアプローチについては Dixit(986)が詳細な解説を与えている.

6)複占企業による戦略的 R&D投資モデルは Branderand Spencer (983)により導入されたが.費用削

減的な R&Dの成果が企業問でスピルオーバーする状況は考慮されていない.
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の課税のインセンテイヴが生じることになる.この課税のインセンテイヴと従来の外国最終

財企業からの利潤の移転効果(補助金のインセンテイヴ)の大小関係により，最適な R&D

性質が決定されるのである.

本稿の構成は以下の通りである.まず， 2節では，最終財複占企業による R&D投資と推

測的変動パラメータを導入した垂直的連関貿易モデルを構築する.次に， 3節において，自

国政府による最適な R&D投資政策の性質.すなわち，投資補助金か投資課税かを検討する.

そして最後に， 4節で本稿の分析において得られた結果を要約し今後の研究の拡張につい

て議論する.

2.モデル

自国および外国に 1つずつ最終財金業が存在し，第3国において輸出競争を行なっている.

各最終財企業が生産する財は不完全代替財である.これら 2つの最終財の生産には独占的に

供給される輸入中間財の投入が必要不可欠である.さらに.最終財の消費は第 3国以外では

行なわれないものとする.自国製品の産出量(輸出量)を qとし外国製品の産出量(輸出

量)をグとする.そして.自国および外国製品の価格を Pとfで記す.以下， q三 (q，q*)

および p三 (pヲp*)を数量ベクトル，価格ベクトルとする.第3国輸出市場における逆需要

関数は次式で与えられる.

p(q) =α -b (q + Oq*) ， p* (q) =α -b(q* +向上 α，b>O. 、、.. ，，
 1

i
 

，，目、、

ただし，0ε[0， 1]は2つの最終財の代替性の程度を表わすパラメータである.0 = 1であ

れば. 2つは完全代替財を意味する.こんどは 0=0ならば，完全に独立財となる.

最終財の生産技術は，輸入中間財とその他の投入物について規模に関して収穫一定である

とする.そして，これら 2つの投入物の比率ないし要素集約度は一定であるとする.そこで，

Cおよび♂を輸入中間財に対するその他の投入物の固定投入比率とする.これらの比率は

最終財企業による投資あるいは R&D活動によって変更可能である.自国および外国最終財

企業の投資水準を表わすベクトルを k三 (k，k*)で記す.そこで，以下の関係を仮定する.

c(k)三句一σ(k+ゆk*)， ♂(k)三 co-σ(kホ+ゆk).co > O. (2) 

すなわち，自己の R&D投資水準を l単位引き上げると.自己の投入物比率ないし限界費用

はσ>0だけ低下する.そして.(2)の特定化では， R&Dの成果の国際的なスピルオーバー

を伴う.つまり，ゆ ε[0，1]の割合で自己の投資水準は競合他社の限界費用を低下させると
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仮定されている.ここで coの値は Cおよび♂の非負性を保証するために十分に大きいと

する.そして.α>coの条件を課す. R&D投資にかかる費用は γk2f2および γ(k*)2/2

で与えられる.γ>0の値が大きいほど. R&Dの技術はあまり効率的ではないことを意味

する.

以上で，本稿におけるモデル分析を 4段階ゲームとして定式化する準備が整ったまず，

第 1段階で自国政府は R&Dの単位支出あたり sの率で R&D補助金を供与する.第 2段

階では，中間財独占企業が投入物価格 w三(肌切っを差別的に (ω#ωつあるいは一律的

に (ω=ω*)設定する.そして，第3段階で.自国および外国最終財企業が費用削減的な

R&D投資 k三 (k，k*)を行なう.最後に.自国および外国最終財企業がクルノー推測ない

しベルトラン推測に基づいて輸出競争を行なう.この多段階ゲームにおける部分ゲーム完全

均衡を導出するために 後ろ向きの帰納法 (backwardinduction)を用いる.

2. 1 製品市場における推測的変動

まずは第3国製品市場における均衡解を特徴付けるクルノー型数量競争とベルトラン型価

格競争の両方を包括的に扱うために，推測的変動<Conjecturalvariations)アプローチを採

用する.推測的変動とは，自国企業が産出量を変更したときに，外国企業がどれくらい産出

量を変化させるのかについての推測 (conjecture)である.つまり ，dq*e /dqで自国最終財

企業の推測的変動を表わす.上付き文字eは期待 (expectation)を意味する.同様に，外国

に対しては dqe/dq*である.単純化のため，自国および外国の寡占行動には対称性が成り

立つものとする.すなわち，dq*e/dq = dqe/dq市を仮定する.固定投入係数の生産技術の下

では. レッセフェール時の最終財企業の利潤は以下のように表現される.

π(q，k，ω) == (p (q)一ω-c (k)) q -，k2/2， 

子 (q，k， w*)三 (pホ (q)一切*ー♂ (k))q*ーγ(k*)2/2.

(3a) 

(3b) 

本稿では下付き文字を使って，その文字に関する偏微分を記す.線形需要システム(1)に

より.利潤最大化の l階条件は次式で、表わされる.

πq=α-b (q + 8q*)一ω-c -bvq = 0， 

π;.=α-b (q* + 8q)一切*ー♂ -bvq* = O. 

上式において，共通の推測的変動を表わす項は

U 三 1+ 8dq*e /dq = 1 + 8dqe /dq* > O. 

(4a) 

(4b) 
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最終財企業がクルノー型数量競争を行なう場合，dq*e /dq = 0 = dqe /dq* となり，

が成立する.他方，ベルトラン型価格競争の場合は dq*e/dq = -B = dqe /dq市で与えられ，

v = 1 -82 > 0となる.利潤最大化の 2階の条件は πqq=匂γ =-2bvく Oであり，

v=l 

186 

、，
、ー・

れより正の推測的変動パラメータ v>Oが保証される.

製品市場ステージにおける均衡産出量(輸出量)は連立方程式 (4)を解くことで導かれる.

以下の記号の定義を行なう 7)

ゅ::;_B_ = m 一 一 …> 1 +v -'t'u， 
6三 8一(1+榊言。

そのために，

(5a) 牛今入三 1+ v -84> > 0 

および

(5b) A(w)三 (1+ v -8) (α-co)一(1+ v)ω+8ω* 

(5c) A* (w)三 (1+ v -8) (α一句)一 (1+ v)ωホ +Bω.

(6) 

これらを用いると 均衡産出量は次式で表現される.

A* (w) +入σk*-6σk 
q* (k， w) = 

bs 

A(w) +入σk-6σr
q(k，w) = 

bム

この均衡解についての比較静学を行なうと，A三 (1+v)2-82>0である 8)

以下のようになる.

ただし

8 
qω*=[;玉>u， 

qω・=一(1+ v) -
bs 

qω 一(1+ v) 
= くO

bs 

q*=JL〉 0.
~W bs 

6σ 
qν=一一一

bs 

q;・=誌 >0

n
u
 

〉

ザ

一

A

U

一A
6

一b

、ノ

7

0

-

一
一
一
一

ふ

品

申

L晶

n

-

n

y
一

qk = qZ*， qk・=qZ， q.ω = qw*， 

さらに，qk・=qZ ~O 件 6 ミ 0 の関係も成立する.

6はその交差効果と解釈される.そして 最後に自国および外国の最終財企業

および qω・ =q~ という対称性が成立

ここで入は R&D投資の自己効

これについては.

する.

果を表わし，

にとっての均衡利潤が次式で導出される.

(7) ** = bv (q本)2_ i (k*)2 /2 . 分=bvq2 -ik2/2 

l階条件 (4)から得られる，p-ω-c=bvqと f一切本一♂=bvq*この導出には，ただし

という関係を用いた.

1-8φ>0が得られるので.これより.7) ()および φε[0，1]の性質から. 8φε[0，1]となる.

V>Oと合わせると 入>0が成立する.

8) v> 0および 8E [0，1]からム >0が示される.
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2.2 最終財企業による R&D投資競争

ここでは.第 3段階の R&D投資競争におけるナッシュ均衡を導出する.自国政府が自

国の最終財企業に対して R&D投資補助金を供与する場合.自国最終財企業の目的関数は

H三分 +skで表現される.他方，外国最終財企業の目的関数は Pで， レッセフェール時

のままである.ライバル社の投資水準および自国の補助金率 sを所与のものとし各最終

財企業は自己の利潤が最大となるように投資水準を選択する.そのときの l階条件は次式で

表わされる.

白k= 2bvqqk -ik + s = (2Av入σ-Bk -2v入6σ2k*)/ (bs2) + s = 0， (8a) 

分ふ =2bvq*qZ. -ik* = (2A*v入σ-Bk* -2v入6σ2k)/ (bs2) = 0 . (8b) 

ただし B三 bfs2_2v入》と定義しておく.これは， 2階の条件白紙=介;・k・=-B/{bs2)くO

から正となることが確認できる.そして これをさらに同値変形したものが次式である.

ー2 A2 
B三 bγム2_ 2v入2σ2>0 仲 η三 L く二二τ三号

bf -2vA:l 
(9) 

ここで，項ηは R&D投資の相対的な収益あるいは R&D投資の効率性を表わすパラメータ

であると解釈される 9)

ゲーム理論を応用した政策分析では，戦略的代替性 (strategicsubstitutability)あるいは

補完性 (complementarity)の概念が重要になる.これは以下の項で判別される.

-2v入6σ2〈〉

IIkk・=勾.k= bs2 三O 仲 6三 O一(1+ v)ゆミ O特ゆ三ゆ'0. (10) 

したがって.dは戦略的代替性が成立するかどうか，つまり，投資についての反応曲線が右

下がりになるのかどうかの判断に有益であると言える.そこで l階条件 (8)から得られる

R&D投資の反応関数は以下の通りである.

k = (2Av入σ-2v入6σ2kホ+bs2s)/ B， k* = (2A*v入σ-2v入6σ2k)/B. (11) 

これら 2つの関数(，UI線)の傾きは dkγdk=-B/{2以6σ2)および (dkヴdk)*=-2v入6σ2/B

である.v > 0および入 >0により 正の dは右下がりの反応曲線をもたらし負の場合

は右上がりとなることが分かる.また. (10)の関係から，スピルオーバーの程度 (φ)が大

きいほど，反応1111線は右上がりになりやすいことを指摘しておく.

こんどは， R&D投資競争におけるナッシュ均衡の安定性について，様々な形での条件を

9)この点については Leahyand Neary (1996. 2∞1)を参照されたい.
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提示しておく.まず， Routh-Hurwitzの安定性条件は以下の通りである.

白kk合;ek・一白kk・介;・k= (B2 -4v2入282σ4)/ (bs2) 
2 
> 0 特 B1B2 > O. (12) 

ただし

Bl三 B-2v入6σ2 B2三 B+2v入6σ2 (13) 

ここで， (9)で定義された B三 bγム2_ 2V，x2σ2および η三 σ2/(bγ)を用いて安定性条件

(12)を以下のように変換する.

ム2 。
(12a') 

ηく、 η1= 2v入(入+8) for ゆくゆo三一一
l+v 

ム2
for ηく、 η2= 2v入(入-8) ゆ〉ゆo. (12b') 

つまり， R&Dスピルオーバーの程度 (φ)が小さい場合は (12a')を.大きい場合は (12b')

を安定性条件として採用する.ここで守 =(η1+η2)/2が成立することに注目する.すな

わち， 2階の条件 (9)において ηの上限を表わす句は η1とη2の算術平均となる.さらに，

Bl > 0とB2> 0が成立しこれら 2つの算術平均 Bが Bになることも当然のように理

解できる.

以上で明らかにされた 戦略的代替性，安定性条件とおよび利潤最大化の 2階の条件の関

係を次の補題で要約しておく.

補題 1(α) R&Dスピルオーバーの程度が小さい場合(ゆくゆ0)，最終財企業の投資水準

は戦略的代替性を持つ.また， η1く句く η2が成立するので， R&D競争における均衡の安

定性条件は η く η1 となる • (b) R&Dスピルオーバーの程度が大きい場合(ゆ>ゆ0)，投資

水準は戦略的補完性を持つ.また， η2く守く η1が成立するので， R&D競争における均衡

の安定性条件は ηくη2となる.

最終財企業による投資水準の反応関数 (11)を連立して解くことにより， R&Dステージ

の部分ゲームにおけるナッシュ均衡解が以下のように導かれる.

2u入σ(AB-2A*v入6σ2)+ Bs2bs 
k(w，s)=1-A  RJ」 J (14a) 

2u入σ(A*B-2Av入6σ2)-2v入6σ2ム2bs
r(w，s) =1 h  h A〈h a (l4b) 
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そして，これについて比較静学分析を行なうと.

ー 2u入σ((1 + v) B + 2Bv入6σ2) J bBム2
ん =k:V・=- 1 n n f ， k =一一 >0

s BIB2 

* 2v入σ(BB+2(1+v)v入6σ2) . * 2bv入6σ2s2kω・=k:') = --¥ -- ， -• -/ ----- k.: 
w B

1
B2 . --8 B

1
B2 

ここで 6>0を仮定すると.比較静学の解は kω=k:V.くOくkw.=k:Vおよび尽く Oとい

う，ノーマルな結果になる.つまり，自社にチャージされる中間財価格が上昇すると，この

上昇によるペナルティを避けようとするために自社の投資水準を低下させる.逆に，ライバ

ル社にチャージされる中間財価格が上昇すると.ライバル社はその投資水準を低下させ，戦

略的代替性から，自社は自己の投資水準を上昇させる.こんどは 6くOを仮定し，この絶

対値が十分に大きい場合は perverseな結果が成立してしまう.

2.3 中間財企業による 2種類の独占価格設定

ゲームの第2段階では.中間財独占企業は第3および第4段階の均衡解， (14)および (6)

を既知とし，中間財価格の設定を行なう.中間財の単位生産費用 cM > 0は一定とする.

中間財独占企業Mの利潤関数は以下の通りに書ける.

πM(W，S) = (ω 一cM)q (k(w， S)， w) + (ω*一cM)グ(k(w，S)， w)・(15)

差別価格 (discriminatoryprices)の下では，中間財独占企業は利潤 (15)をωとωホを使っ

て最大化する.このときの l階条件は次の 2つの式で表わされる.

イ =q+(ω一c
M

)完+(w* -c
M

)築=0 (16a) 

7r~ = q* + (ω一cM)券+(w* _cM)多=。 (l6b) 

一律価格(uniformprice)が採用される場合， ω=ω*の制約の下で利潤(15)が最大化される.

このときの l階条件は(16)の2つの式を足し合わせることにより得られる.

πグ+4=q+れ (ωーベ支+答+悲+25)=0 (16c) 

補論において，最適な差別価格が次式で与えられることが証明されている.

ω=(α 一句 +c
M
) /2 + sσ/(2i)， ω* = (α 一句 +c

M
) /2 + sゆσ/(2i)， (17) 

さらに.そこでは最適な一律価格が以下のような差別価格の算術平均と等しくなることが示
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されている.

面三 (ω+ω*)/2 = (α 一 句+cM) /2 + 8 (1 +ゆ)σ/(41). (18) 

以上から.差別価格の下での自国の R&D補助金の効果が明らかになる.

切8=σ/(21) >ω;=ゆσ/(2')')三o (19) 

自国の R&D補助金により，自国最終財企業の投資水準は上昇しその限界費用は低下する.

これにより自国の最終財生産は拡大するので 対応する中間財需要が増加することになる.

したがって.より非弾力的になった自国からの中間財需要に対し，独占企業は中間財価格を

吊り上げることになる.他方， R&Dスピルオーバーが存在する場合(ゆ>0)，自国の補助

金は外国最終財企業にチャージされる中間財価格を上昇させる.これは 自国の R&D投資

は外国最終財企業の限界費用を低下させ，外国からの中間財需要を自国ほどではないが増加

させるからである.

ここで2種類の中間財独占価格の性質を次の補題で要約しておく.

補題2(α)最適な差別価格は(17)で与えられ，これは最終財企業の競争形態に依存しない.

また，(b)最適な一律価格は(18)で与えられ，差別価格の算術平均と等しい.(c)自国の投

資補助金はこれら 2種類の中間財独占価格を上昇させる.

次節以降では， (17)で導かれた差別 (Discriminatory)価格ベクトルを WD=(ω(8)，ω*(8)) 

で表わす.同様に， (18)で与えられる一律 (Uniform)価格に対応する中間財価格ベクトル

をWu三 (w(8) ，w (8))で記す.

3.最終財輸出国の最適産業政策

3. 1 差別価格の下での最適 R&D投資政策の導出

これで R&D投資補助金の最適な率を導出する準備か守重った自国の社会的厚生 Wは最終財企

業の利潤から補助金支出を差し引いたもの，つまり ，W三II-8k=分=介(k(W(8)，8)，ω(8))

で定義される.ただし， k(w (8)，8)三 (k(w(8) ，8)， k*(w (8) ，8))は投資支出ベクトル

であり. さらに，中間財独占企業が差別価格 (D)か一律価格 (ω を設定するかに応じて，

W(8)ε{WD，WU}とする.

まずは，差別価格設定の状況下での最適補助金率の性質を検討する.自国政府は社会的厚
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生 Wを補助金率 Sを使って最大化する.そこで， R&D補助金率の上昇が自国の社会的厚生

に及ぼす影響は次式で表現される.

θW 
8s -一 (kω切8+ kw*ω; + k8) s十九・ (k:'ω8+ k:'・ω;+k;)+九ωs・ (20) 

ただしこの導出には，白k=介k+S=Oあるいは介k=-Sが用いられた. (20)の右辺

第 l項は補助金のコスト効果を表わす.これは以下の通り，厚生に負の効果をもたらす.

dk I _ ，_ I ，_ _.. I L _..* BIB2 + v入20'2(B + 2v82O'2) --:'V I 三ん+んω8+ kw*叫=-~ -~ • -.. - ¥ - ， --- - I > 0 . (21) 
ds ID -._.， ， '-w-.， ， '-w -8  ，BIB2 

上式の下付文字Dは微係数が差別的中間財価格 W(s)= WDで評価されたことを意味す

る.さらに， (20)をレッセフェール つまり.s = 0の値で評価すると，

δWI dk*1 ー

一一一=オ炉一一一I +作仙ωsθs I吋 ι dsID ' ""W-.， (20') 

となる.ここで，自国のR&D補助金が外国最終財企業による投資水準に及ぼす総合的な効

果は以下のように表現される.

dk事 |入6 σ 2 9〈〉

一一I=.kこω.<l+ k~， *ω!+ ど=一一一~bvð.:l ~ 0 仲 8 ~ 0 . (22) ds ID -.-w-.， ， .-w-- 8  ' '-8 BIB2 --- > - -< 

(20')の右辺の符号が正(あるいは負)であれば自国にとって R&D投資に補助金を供与(あ

るいは課税)することが最適となる.

レッセフェール時の厚生の変化式 (20')の右辺第 l項は水平的利潤移転効果を表わす.均

衡利潤の式介 =bvq2 -γk2j2から.ライバルである外国最終財企業の投資水準が自国最

終財企業にとってfriendlyかどうかは，九・=2bvqqk・=-2v8σqjムの符号で判断できる 10)

これより，介ke:20 特 8~0 が成立する.よって， 8> 0 (あるいは6く 0)ならば，外
〉く

国の投資は自国最終財企業にとってunfriendly(あるいは friendly)となる.ここで8>0の

とき. (22)から，自国の補助金は外国の投資水準を低下させることが分かる.逆に. 8く O

のときは，外国の投資水準は上昇する.以上の考察により，水平的な利潤移転効果は自国の

社会的厚生に常に正の効果を持つことになる.

他方，(20うの右辺第2項は垂直的利潤移転効果と解釈される.分ω=2bvqq.ω=-2v(1+v)qjd.くO

が成立するので，自国最終財企業にチャージされる中間財価格の上昇は自国の厚生を悪化さ

せる.そして，ω8>0により，自国の投資補助金は自国の交易条件を悪化させることになる.

したがって，この垂直的効果は自国の厚生に負の影響を及ぼすと言える.

10) friendlinessの概念は Brander(1995)によって導入され， Leahy and Neary (2001)では集約的に用

いられている.
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図 1. R&D投資水準が戦略的代替の場合(矢印の範囲では補助金が最適): 

曲線gは差別価格の下での.hは一律価格の下での課税インセンティヴ

B1 = 2lryv入(入+8) (η1一η)および、B2= 2lryv入(入-8) (η2一η)を用いることで，厚

生の変化式 (20')を R&D投資の効率性を表わすパラメータ ηに換算して表現すると， 以下

のようになる.

θWI σvq2u入82(J2lrys2-(1 + v) B1B2 

θS 18=0 s ，B1B2 
、L

E
Jη' 

r
t
e
 

n吋，h
 

r
J
E
皿、

n
y

一
。γ
一A

一

初
一
政

2γ
一品

'
O
一一一 (22づ

h(η)三 282s2η および f(η)三 4(1+り)v入(入2_ 82) (η1一η)(η2一η) が定

義される.式 hは補助金のインセンテイヴを表わしている.これは投資の相対的収益ない

ただし

し効率性を表わすパラメータ ηに対し比例する.他方，式 fは課税のインセンテイヴを表

これら 2つの曲これは安定性条件 (12)の範囲においては ηに対し右下がりになる.わす.

h>fが成立し最適線を図解したものが図 lである.曲線 hがfを上回るところでは，

な補助金率Sは正となるのである.

自国および外国最終財複占企業の行動が推測的

変動に基づく場合， (α)ゆくゆoならば，h (ηD) = f(ηD)が成立する ηDが区間 [0，1]1]の

中に存在する.そして，任意の ηε(ηD，1]l]に対し，自国政府は自国最終財企業の R&D投

中間財金業が差別価格を採用し，命題 1

資に補助金を供与するのが最適となる.逆に，任意の ηε[0，ηD)に対しては課税するのが

(b)ゆ〉ゆoならば， (α)の中の条件にある項 η1をη2に置き換えた結果が成最適である.

立する.
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η=ηDというナイフ・エッジの状況では，政府は介入すべきではない.また，ゆ=ゆo

という別のナイフ・エッジの状況では，任意の ηに対し，h (η)=0く f(η)が成立し投

資に対する課税が最適となる.

さらに. (20)から得られる社会的厚生最大化の 1階条件 δW/θ8=0をSに対して解く

と.自国の最適補助金率は次式で与えられる.

σvo _ _tl tl 司、 dkl
=ヨ (2v)"6句"lrys"-(1 + v) B1B2) /一|γB

1
B
2
s ¥-_..---/- ，-. -，-J.-&'/I d81D 

この符号は命題 lで確認済みである.

(23) 

ここで，輸入中間財市場が完全競争の場合を考察しておく.中間財価格は独占企業の限界

費用 cM と等しく，一定となる.このとき，(20')の右辺第 2項はゼロとなるので.課税の

インセンテイヴは消滅してしまう.よって，本稿の分析は Leahyand Neary (2001)と同ー

のものとなる.また，この場合，中間財価格は一律となるので，この結果は次の一律的独占

価格の分析のスペシャル・ケースとして成立する.

3.2 一律価格の下での最適 R&D投資政策の導出

次に，一律価格設定の状況下での最適補助金率の性質を解明する.ω=ω*三 W(8)の制

約下では，中間財独占企業の利潤の式は合(k(wu，8)， W (8))で表わされる.

自国の社会的厚生 Wを補助金率 Sで微分すれば，自国政府による R&D補助金の供与が

厚生に与える影響が以下通り明らかになる.

θW 
88 =一((kω+kw. ) Ws + ks) 8 十九・ ((k:'+ k:'.) Ws十月)+分ωWs. (24) 

ただしこの導出には， IIk =合k+8=0.すなわち介k=-8を用いた. (24)の右辺の第

l項は補助金のコスト効果を表わしこれも負の影響であることが次の不等式で確認される.

dk 1 _ L • IJ_ • J_ ¥ ___ BlB2 + B1v入σ2(入-6) + B2bγム2-| 三ん+(ん+kw.)ω =  ~.l~&' '~.l~"~ ，.. ~" -&，-，- > O. (25) lu -，"s I ¥'''w I ，tJw~ / UJS - 21BIB2 

上式の下付文字Uは微係数が一律的中間財価格.W(8) = Wuで評価されていることを意味

する.厚生の変化式(24)をレッセフェールにおける補助金の値，つまり .8= 0で評価すれば，

以下のように表現される.

θWI ^ dk申|
ー-ー-1 = 71ι・--1 -+-7r...'ll1n 

88 Is=o 一向 ds |u -w-o  

(24') 

ここで，自国の補助金が外国の投資水準に及ぼす総合的な効果は次式で表わされるが，差別

価格の場合のようにその符号を確定することはできないことを指摘しておく.
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dk'・1 _ fJ_* • L* ¥ __ . L* __ ¥ _246lYys2 + (入-6)B1 U_~_ I三(見+k:'.) W8 + k; = -v入σ2lu -，--w . --w-， -.， • --:1 2iBIB2 

この符号の不決定性を回避するために，厚生変化 (24')を変形すると，

θWI 
τァ= 介kd;ート(九・ (k:'+ k:'.) +九)W8 

va  18=0 

(26) 

(24" 

この右辺第 1項介k・k;は自国の補助金が持つ直接的な効果である.そしてこれは以下で確

認されるが，正の符号を持つ.

品入62σ2
1rk・k;=4σbvq一一一ーム >0s -----:1 BIB2 (27) 

他方，第 2項は中間財の一律価格を通した間接的効果と解釈される.その括弧の中の項は次

の不等式により負である.

B2v (1 + v -0) 
ル (k:'+ k:'.) +九=一一 qく O

B2 ム
(28) 

したがって，補助金の中間財価格吊り上げ効果 W8=σ(1 +ゆ)/ (4i) > 0と合わせれば.

この間接的効果は自国の投資に対し課税のインセンテイヴを与えることが判明する.また，

中間財市場が競争的であれば，この課税のインセンテイヴは差別価格の場合と同様，消滅す

る.よって， R&D補助金が常に最適となる.

厚生の変化式 (24つを R&D投資の効率性を表わすパラメータ ηに換算して表現する.

Bl = 2lYyv入(入+6) (η1一η)および B三 2vA2lYy(守一 η)を用いると，

θWI l1vq8u入62σ2旬以 -(入 -6)BIB 

θS 18=0 s 2iBIB2 

2b2i2入σv2q
={h(η)  -g(η)} 

γB1B2s (24'" 

となる. ここで，g(η)三 VA2(入2_ 62) (η1一η)(守一η)を定義する.図 1には式 gのグ

ラフも描かれている.曲線 hがgの上方に位置するとき，h>gが成立するので，最適な

補助金率sは正となる.

命題2 中間財企業が一律価格を採用し，自国および外国最終財複占企業の行動が推測的変

動に基づく場合， (α)ゆくゆoならば，h(ηu) = g(ηu)が成立する ηuが区間 [0，1]1]の中

に存在する.そして，任意の ηε(ηU，1]I]に対し，自国政府は自国最終財企業の R&D投

資に補助金を供与するのが最適となる.逆に.任意の ηε[0，ηu)に対しては課税するのが

最適で、ある.(b)ゆ〉ゆoならば，(a)の中の条件にある項 η1を加に置き換えた結果が成
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立する.

差別価格の場合と同様に， η=ηuというナイフ・エッジの状況では.政府は介入すべき

ではない.また，ゆ=ゆoという別のナイフ・エッジの状況では.6=0となり，任意の η

に対し.h(η) = 0く g(η)が成立し投資に対する課税が最適となる.

さらに. (24)から得られる社会的厚生最大化の l階条件 θW/θ8=0をSに対して解く

と，自国の最適補助金率は次式で与えられる.

dkl 
8U =ぷZB2(W2σ

21Yyf:l.2ー(入ーのBIB)/石lu
(29) 

この符号は命題2で検討済みである.

ここで，差別価格の場合と一律価格の場合との問で，最適 R&D政策に及ぼす影響を比較

する.図 lを観察すると，閥値を表わすηDはηuよりも厳密に大きいことが分かる.これ

から，以下の命題が得られる.

命題3 任意の推測的変動のパラメータに対し， R&D投資補助金が最適となる可能性は差

別価格よりも一律価格の場合のほうが大きい.

この結果の合意は以下の通りである.中間財独占企業が差別価格を行使できる場合，この

独占企業の市場支配力は一律価格の場合よりも強いとみなすことが可能である.この状況で，

自国政府が自国最終財企業の R&D投資に補助金を与えると.自国の中間財需要を増大させ

てしまい.独占企業はより強い独占力を自国最終財企業に対して行使する.すなわち，自国

最終財企業はより高い中間財価格に直面し11)利潤は中間財独占企業に移転され，低下する

のである.この差別的な垂直的利潤移転効果が R&D投資補助金の最適性を保証できない理

由となる.

4.おわりに

本稿では，自国および外国の各最終財企業に中間財を供給する独占企業による 2種類の価

格設定様式， (a)差別価格および (b)一律価格定の下で，最終財複占企業の R&D投資と自

国の最適な R&D投資政策を考察した推測的変動パラメータを導入することで.最終財複

ll) (9)から外国最終財企業の直面する中間財価格の上昇分のほうが小さい.
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占企業の第3国輸出市場における競争形態がクルノー型数量競争とベルトラン型価格競争の

両方を一括して扱つことが可能になった.そこでは，クルノーおよびベルトラン競争の両

方において投資補助金が必ずしも自国の最適 R&D政策とはならないことが示された.その

補助金が最適となるかは， Brander (1995)の示唆とは異なり， (i)製品開の代替性， (ii) 

R&Dスピルオーバーの程度，そして (iii)R&D投資の効率性をそれぞれ表すパラメータに

依存するという結果が導かれた特に，最初の 2つのパラメータを固定すれば， R&D投資

の効率性が高いほど，補助金が最適となることが判明したまた，上流の中間財独占企業に

よる価格設定様式も最適政策を決定する上で重要な要因となる.本稿の結果は，中間財独占

企業の市場支配力が大きいほど， R&D投資補助金が最適となる可能性は小さくなるという

新たな知見を与えることとなった.

本稿のモデルでは，最終財生産・輸出国である自国の産業政策を扱ったため，輸出国の社

会的厚生には消費者余剰は含まれない.これは第3国(最終財)輸出競争モデルに固有の設

定であるため.最終財生産国が消費を行なう場合の最適産業政策の議論が次のステップとし

て必要となる.これには.消費者余剰への影響を考慮した Haalandand Kind (2008)の産業

内貿易モデルを垂直的貿易構造を持つものへと拡張すればよい.彼らの分析では，関税など

の貿易コストが最適な R&D政策に及ぼす影響12)が考察されており 中間財および最終財の

各ステージに貿易コストを分割する方向での拡張は興味深いと言える.また.本稿のモデル

においては中間財企業数が 1.つまり，独占という限定的な仮定が置かれている.この企業

数の増加は自然な拡張であり，中間財寡占企業による R&D投資競争およびその R&D成果

のスピルオーバーという新たな分析対象を導入することも可能となる.中間財輸出国による

最適な産業政策の分析として，これも今後の研究課題としたい.

A.補論

A.1安定性条件

(9)で定義された B三lryfl2-2入2σ2>0を使って.Blおよび、B2の定義(13)を書き

換えると，以下のようになる.

Bl = bγfl2 -2v入(入 +8)σ2 B2 = bγfl2 -2v入(入-8)σ2 (A.l) 

これらの算術平均は B三(B1+B2)/2=Bである.また，入三 l+v-Oltおよび

12)彼らの主要な結果の lつに.貿易コストの低下(貿易自由化)は最適な R&D投資補助金の水準を上

昇させるというのがある.
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6三 O-(l+v)ゆから. 入+8=(l+v+ 0)(1ーゆ)>0と入-8= (l+v-O)(l+ゆ)> 0が計

算されることにも注意しておく.

そこで，安定性のための条件 B1B2> 0を η三 σ2/(bγ) を使って書き表す.ここで，

ηは R&D投資の効率性を表わすパラメータとして解釈される.ここでの目的のために，

以下のような変形を行なう.

A2 ム2

B1B2 = 4v
2
b
2
， .. ?入2(入2_ 82) (η1ーη)(η2ーη)・η1三 2v入(入 +8).η2三 2v入(入-8)・

それゆえに.条件(12)は次の不等式と同値となる.

η> max{η1，7]2} .η く min{恥7]2}. (A.2) 

まず. 7]1-7]2=叫(九JO特 620吋芸品三仰の関係が成立する 次に.η1および

加をそれぞれ.守三ム2/(2入2)と比較する このとき守一η1=2JR+6)20特 620付言φo

および句一η2=…た6)50件 620的知の関係が導かれる そこで，ゆく仇の

場合， η1く句く η2が成立する.他方，ゆ〉ゆoの場合はη1>句〉 η2となる. したがって，

η> max{η1，η2}は21靖の条件 ηく句から排除される.

A.2撮適な中間財独占価格の導出

差別価格 (17)の溜出

まず，中間財独占企業による差別価格を導出する.モデルの対称性により，次の関係が成

立する.

，s (B (1 + v) + 20v入6σ2)gz=似 ω+叫 +qω- 1-¥ - ¥ - • -I • --_. .-- I 三 χ1=π(A.3a)
8w ~n. -'UI' ~n. -'W • ~UI B

1
B

2 
aw 

7s(BO+2(1+v)v入6σ2)
ぉ;=qkん・+qk・KL・+qω・- B1B2 三 χ2=石・ (A.3b) 

そこで，利潤最大化の l階条件 (ω-cM)χ1+(W*一cM)χ2=-qおよび (ω-cM)χ2+(w*-cM)

χ1=-q*を連立して解くことで.以下の関係が得られる.

Mω2q*ー χ1q 本 Mχ2q-χ1q噂

内 向 ω -C._' = 
χ f - χ 5 . χ f-χ5  

まず最初に. (A.3)を使って χ1および χ2の式を代入すれば. (A.4)の分母は

，2s3 

d-d=(χ1 -X2) (χ1+χ2) =一一・
B1B2 

(A.4) 

(A.5) 
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次に，もう一度， (A.3)から， χ1および χ2を(A.4)の分子に代入すると，

ω一cM= 1B9 + 2v入6σ2(1 + v)) q* + (B (1 + v) + 29v入6σ2)q 
γ!:::..2 

ωホ一 cM= 1B9 + 2v入6σ2(1 + v)) q + (B (1 + v) + 29v入6σ2)q申

γ!:::..2 

(A.6a) 

(A.6b) 

ここで， (6)で導出された qおよび「を上式に代入し (5a)を用いれば，次のようになる.

ω一cM=B2(α一句)-Bω-2以 6σ2ω*+作(干2似 6σ2)+σk*(Bゆ+2v入6σ2L，(A.6a') 

ぷ一CM=B'2(α一句)-Bw*-2v入6σ2ω+σk*(B+ 2併入6σ2)+σk(Bゆ+2v入6σ2)
. (A. 6b') bγ!:::..2 

さらに， (14)で導出された kおよびrを代入し， (A.6a')を以下のように変形する.

M _ B2(α一句)-Bw -2v入6σ2ωホ +2v入σ2(A+A寧ゆ)+σ!:::..2bs
. (A.6a'づ

bγ!:::..2 

ここで A+A*lt=(1+ゆ)(1 + v -9) (α-co)一入ω+8ω*を代入すれば， (A.6a")はさ

らに次のように簡単化される.

ω一cM =γ(α一句)一γω+σs

7 

この条件をωについて解けば， (17)の第 1式が得られる.

同様に， ω寧を求めるには (A.6b')を次式の通りに変形する.

*一 cM =γ(α-co) +σゆs-γωホ.

7 

これをω*について解いたものが(17)の第2式である.

一律価格 (18)の導出

こんどは，中間財独占企業による一律価格を導出する.(16c)から，次のように 1階条件

は書き表される.

π2f三 (πff+π'!)Iω=ω・=w=(q+グ)Iω=ω・=w+2(w一cM)(χ1+χ2)=0 . (A.7) 

まず最初に，(q+グ)Iω=w*=wを計算する. (6)で与えられる qとグを足し合わせると，

q+グ =(A + A事+(入-8)σ(k + k*))/ (b!:::..)となる.一律価格 ω=ω*三@の下では，

A=A事=(1 + v -9) (α-co -W)となる.これと (14)の kおよびrを代入すれば，以

下のようになる.
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2，(α-co一面)+ (1 +ゆ)σs
(q+ザ)Iω=ωヒ w= (1 + v -8)ム n

.02 

199 

ただしその変形過程では，B2=lrys2_2v入(入-6)σ2 つまり ，B2+2V入(入-6)σ2=lrys2，

そして入-6 = (1 +ゆ)(1 + v -8)が用いられた

次に， (A.3)から χ1+χ2を計算する.これは， χ1+χ2=一γム(1+ v -8) / B2で与え

られる.したがって 一律価格面の満たすべき 1階条件は 次のように簡単化される.

πg=(1+乙-8)ム{2，(α 一句一面)+ (1 +ゆ)σ8-2γ (w一cM)}= 0 (A. 7') 

そこで， (面一 cM)の項についてまとめると.

2， (α一句 +cM) + (1 +ゆ)σ8-4γ (w一cM)= 0 

となり.これを (w一cM)，ひいては面について解けば，最適な一律価格(18)が得られる
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